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平成２９年度秋田県産業教育審議会議事録（要旨）

１ 日 時 平成２９年１２月１４日（木）１３：２０～１６：００

２ 開催場所 秋田市立秋田商業高等学校

３ 出 席 者 委員１０名

三栗谷俊明 （国際教養大学 参事（兼）キャリア開発センター長）

山村 明弘 （秋田大学大学院理工学研究科 副研究科長）

佐藤 伸 （三栄機械器具株式会社 代表取締役社長）

岩根えり子 （株式会社デジタル・ウント・メア 代表取締役社長）

渡部 羊三 （株式会社渡敬 専務取締役）

佐々木信行 （株式会社品川合成製作所 総務部財務課長）

猿田 和三 （秋田県産業労働部産業政策課 課長）

相澤 孝一 （秋田県中学校長会 会長代理）

佐藤 隆志 （秋田県高等学校教育研究会工業部会 会長代理）

伊東 金一 （秋田県高等学校教育研究会農業部会 会長）

４ 日 程

(1) 開会行事

・教育委員会 挨拶

・参加者紹介

(2) 授業参観

(3) 生徒発表 「循環型秋田経済を考える ～郷土文化の明日に向けて～」

(4) 審 議

【テーマ】高等学校における産業教育の改善・充実策について

～地域産業の発展に寄与する人材の育成の在り方について～

５ 審議概要（要旨）
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議長 「地域産業の発展に寄与する人材の育成の在り方について」というサブテー

マがついている。まず現状の教育の在り方というところでお話をいただきた

い。最初に、中学校の立場で地域産業の発展に寄与する人材の育成として、ど

のような教育が行われているか、お話しいただきたい。

Ａ委員 子どもたちには「君たちが将来この土崎を担っていく人材なんだよ」という

ことをまず一年生の時から教えていく。また、地域との連携や地域への貢献活

動を通して、地域を担う人材の育成につながると考えている。今後、各中学校

でも地域の色々な行事などを通して、特色を生かした職場体験とか、ただ職場

を訪問するような取組から脱却するような事をやっていきたいと考えている。

子どもたちに直につながる取組を続けて、高校にバトンタッチをしたいと考え

ている。

議長 地元とのつながりが、特に秋田の中でも強い地域だと思う。続きまして、高

校側からお話しいただきたい。

Ｂ委員 本校では、コミュニティースク―ルを導入する。この中で考えていることは、

地域との連携を意識し、地域の企業と様々な部分で協力しながら、地域に根差

す人材を育てていきたいということである。ゆくゆくは地元に就職し、地域を

活性化するような人材を育てたいという思いでいる。我々、工業高校の職員と

しては、できれば県内にとどまる生徒を残していくために、どうしていったら

よいのかを検討していきたい。学校では、地元の特性や特長を生かしながら地

元のことを理解し、地元に根ざす人材を育てていきたい。

議長 農業高校について、Ｃ委員にお話しいただきたい。

Ｃ委員 農業高校での取組をお話すれば、６校の農業関係高校がそれぞれ地域課題の

解決のための取組だとか、商品開発、地域貢献を独自に行っている。本県はご

存知のとおり少子高齢化ということで、地域コミュニティーはかなり脆弱で、

しかも崩壊しつつあるが、そういった中で農業高校の果たすべき役割は、農業

をするしないは別にして、人材育成という観点からすれば、とても大きいと考

えている。そういう視点での予算化が必要ではないかと思う。県には農業や地

元に定着し、地域コミュニティーをこれから支えていく人たちに予算が向けら

れるよう、考慮していただければと思う。また、もう少し県政の課題をみんな

で解決していくような仕組みが必要ではないかと強く訴えたい。
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議長 Ｃ委員がお話したとおり、縦割りで物事を考えてはなかなか先に進まないと

いう現状があると思う。Ｃ委員、逆に今、子どもたちが秋田の農業に夢をもつ

ためには、行政として具体的にどういうことをして欲しいと思うか。

Ｃ委員 ある意味で既成のものも必要である。いわゆる先進的な取組を見せたり、体

験させたりと同時に、これからまだ見えない社会というものもある。本当に先

の農業という形でICT、GAP、HACCPなど、そういうものに触れさせたりしなが

ら、興味・関心をもたせ、地域の課題を認識させ、課題の解決に向けた取組を

一人一人が自分の頭で考えたり協議したりしていける人材育成が必要で、その

ための予算を部局にはお願いしたい。

議長 商業高校について、お話しいただきたい。

Ｊ校長 主に各商業高校では、商品開発に取り組んでいるところが多い。本校のこと

に関して述べると、ご存知のようにAKISHOPというイベントを毎年行っており、

開発した商品を実際に販売している。その中で、生徒は企業の方と交渉してい

くうちに、コミュニケーション能力が育まれ、１年生の時と３年生の時とは全

く違う程、成長の跡がみられる。

また、地域を知るということで、秋田銀行のあきた未来塾の若手経営者14名

の方に来ていただいて、１、２年生の生徒を対象に、県内の企業を紹介しても

らう取組を行った。県内企業を知る機会として、とても有益であった。また、

若手経営者だったこともあり、生徒の年齢に近いということで、いろいろな課

題にぶつかった時にどうするのかとか、社会人で困った時はどうするのかな

ど、いろいろなことをざっくばらんにお話していただいた。

議長 次に大学側についてお話しいただきたい。

Ｄ委員 私がおります理工学部は、産業という観点で取り組んでおります。COC＋（地

（知）の拠点大学による地方創生推進事業）の活動について、地域産業、地域

の発展の核を担う活動を行っている。議長とも共同ですが、県内就職率を平成

26年度から10ポイント上げるという目標を掲げている。地元定着ということ

で、地元の企業に就職させたいと思っている。秋田に残りたいという秋田県出

身の学生は多いが、マッチする企業があまり見つからないという理由から公務

員にシフトしていく。

今、ある予備校の情報を見ていても、かなりの高校生が秋田を離れている。

今年もちょっと惨憺たる有様だが、実は秋田大学だけではなく、弘前大学、岩
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手大学、北海道大学もそうである。つまり、北東北三県及び北海道の学生は首

都圏に流れていくというデータが出ている。ここが議長のおっしゃる「住みた

い秋田」、つまり、いかに秋田県に尽くしたいとか、県の発展に寄与できるか、

そういう気持ちをどうやって高校生や大学生にもたせるかが非常に重大な問

題になってきている。

中高連携や高大連携等のように、縦のつながりで、大学と高校とのつながり、

高大接続を使って、県への思いをどうやって強くしていくか、真剣に取り組ん

だ方がよい。

本学では秋田県の産業育成、自動車、航空機、新エネルギー、医療、情報の

５つの産業分野を認定しているが、県の方向性と合致した人材の育成について

考えていきたい。

今、秋田県では、航空機産業や新エネルギー産業に取り組んでいるが、情報、

AI関係が産業として非常に重要となってきており、これは、他の地域でもそれ

ほど強いわけではないので、この分野をうまく誘導するようなことを考えた方

がよい。

議長 秋田の強みとは何かといった時に、教育というのは全国的なイメージとして

ある。この力をどう使うかというのは、大学の課題でもある。国際教養大学の

話をさせていただくと、今、東北の学生は２割しかいない。その中でも、秋田

県出身者は14％である。これを秋田県の損失だという話もある。一方、我々の

果たす役割は、流入人口をいかに増やすかということである。

「地元の秋田を再発見しましょう」というキャンペーンを昨年から取り組ん

でいる。特に、私たちだけではなく、全国の大学とアライアンスを組み、秋田

に若者を呼んでくるというプログラムを始めている。２月に西木町で行われて

いる紙風船の期間中に、地元の農家に泊まってもらい、田沢湖のワールドカッ

プスキーや大仙市の「秀よし」という酒蔵で杜氏の仕事をしてもらう。これに

全国から若い人を集めて秋田を知ってもらい、秋田を発信してもらうというこ

とを行っている。大学としては、いかに流入人口を増やしていくかということ

についても貢献していきたい。

今のコンパクトディスクは、12cmが世界基準になっている。実は工学部出身

のエンジニアが決めた基準ではない。これは、後に、ソニーの社長になる大賀

さんが12cmを提案したのだが、その時、オランダのフィリップス社は11.5cmで

世界基準を登録していたが、取れなかった。この一番大きな理由は、大賀社長

は芸術大学の声楽科出身のバリトンの歌手であり、後にエンジニアでもある

が、彼が言っていたのは、カラヤンに相談した時、11.5cmだと60分しか録音で

きない。60分だと分かりやすいが、これはいかにもエンジニアの発想だと。と



- 5 -

ころが、第九は60分から大体65か66分、長ければ70分を超える。これでは１枚

のCDに入らない。ということで、ソニー基準の12cmとなり、約74分42秒入るCD

であり、これが世界基準になった。従って、エンジニアだけが、実はイノベー

ションを起こせるわけではない。この文系の力というか、幅広く学んでいる力

が、実は世の中を改革できたりしていくので、私たちはそういう意味で、文系

というよりも、ブリッジ的な役割を果たせるような学生を育てることで、秋田

に寄与していきたいと考えている。

議長 次に、Ｅ委員においでいただいているので、行政として、企業への支援と高

校教育への支援ということに対して、現状をお話をいただきたい。その後、産

業界の方々から、その支援が果たして本当に届いているのかを含めてお話しい

ただきたい。

Ｅ委員 行政としては、県内企業の皆様の活動について、様々な支援制度を活用して

いただき、事業拡大や雇用拡大をお願いしている。ただ、最近のグローバル化

の進展にだいぶ苦慮されている状況にある。これまで、航空機、自動車等の成

長産業を中心に企業支援を行ってきたが、この計画を見直している。例えば、

県内の雇用を支えていただいている中小規模企業の生産性の向上だとか、競争

力の強化、こういったことに対して、さらに支援をしていく必要がある。

高等学校や教育サイドに対しては、直接的には支援はできないが、先ほどお

話があった人材育成の観点から、特に情報関係の民間企業から、直接生徒に授

業をしていただいている。今後、ますます県内企業と高等学校の接点を強くし

ていくことも必要である。また、県内企業のことを知らない生徒が多いので、

インターンシップを強化していきたい。

人口減少の一番大きな要因は、4,000人を超える社会減であり。その半減を

目指すという計画を立てている。県外に就職した方々の内、約３割が３年で離

職しているというデータがあるが、そういった生徒についても、もう一度秋田

県に帰って来てもらえるよう、高校教育課ともご相談させていただいており、

この方々をいかに、もう一度秋田県に戻してくるか、それは企業の協力も必要

なので、よろしくお願いしたい。

議長 実は昨年３月に県の雇用労働政策課で出された数値であるが、県内企業に大

卒を採る意思があるかという質問に対して、３分の１しかなかった。就職サイ

トの場合、46社しか登録がないという状況であり、これは東北６県の中でも最

下位で、伸び率も前年比から１社増えたという程度である。一方、離職率のお

話もあったが、全国平均は30％程度だが、秋田県内の離職率は40％である。こ
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のことについては、行政では、どう考えているか。

Ｅ委員 いろいろお話を伺うと、離職の原因は、就職してみて最初の想定と違ったと

いうことである。そういったことを防ぐためにも、インターンシップや就職す

る前に企業の理解を深めていくような仕組みや施策が必要であると考えてい

る。

議長 具体的に県内企業に対して、助成などの施策をしているか。また、高校生も

含めて、採用した時に、何かプラスアルファはあるか。

Ｅ委員 県内企業に就職したということだけで、何か支援するということはない。た

だ、これまで以上に各振興局や地域ごとに企業のことを知っていただくという

ことで、例えば、中学生の段階から企業が学校に出向き、企業の紹介をしてい

る。各振興局や地域ごとにこういった企業紹介の回数は増えている。

議長 それでは、企業の側から教育の現場に対してと、県の行政に対して、要望を

含めて今の現状についてお話ししていただきたい。

Ｆ委員 10月に行われた第27回全国産業教育フェア秋田大会に実行委員会の副会長

として伺った。思ったよりレベルが高く、高校生の未知の可能性を感じた。秋

田に限らず高校の産業教育はレベルアップしており、それに伴って先生方も努

力しているということをフェアで感じた。先生方をはじめスタッフの方々は、

ご苦労したと思う。ひととおり会場を見たが、すばらしい運営であった。

ただ、全国高等学校ロボット競技大会において、残念ながら地元の秋田県の

高校は１校も上位に入らなかったということを一言申し上げたい。産業、医療、

や農業などの枠を越えて、ロボットの研究会を起ち上げて欲しい。県では、輸

送機、医療、電子デバイス、新エネルギーを進めているが、これはもう成熟し

ている。次は、ロボットだと思っているし、そういう教育が必要ではないかと

感じた。

先程、離職率の話題が出ていたが、３年未満に離職した者に対して、「Ｕタ

ーンやＡターンの受け皿」が必要ではないかと思う。就職後２、３年で、どう

しても家庭の事情で帰ってこなければならないという子どもは、多分、卒業し

た高校の先生にも相談すると思う。まず先生方が、受け皿とか、関係課所との

連携によって、縦横の垣根を越えたネットワークづくりをする必要がある。地

元にたくさん子どもが残って欲しいという思いがある。是非、先生方にお願い

したい。
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議長 Ｂ委員が話していた、後追いの産業に予算を付けるのではなく、先へ先へと

いうところに支援をしていくというのは私も同感である。やはり人工知能とい

うのは、これからの時代において避けては通れないので、そういうところでの

人材育成は必要である。また、「単線型の教育から複線型の教育へ」という話

があり、今、専門高校では縦割り、かつ単線型の教育をしているので、横断型

の教育を秋田県が行っていき、新しいモデルを構築してもらえればと思う。

Ｇ委員 今年初めて仁賀保高校から横手の方に企業視察に来た生徒もいた。にかほ市

からだと通えないと思いながらも、興味をもって来てくれるようになったの

は、うれしいことである。しかし、会社としてはまだまだPR不足で、地元で「ま

さかプログラマーの仕事ができるとは」と思われている。もう少しいろんな高

校等にも足を運び、地元にいてもこんな仕事ができるということを、我々企業

側も説明をしていく努力をしなくてはいけないと感じている。さきほどのAIの

話にもあったが、私たちが「秋田横連携IoT推進ラボ」（https://iotlab.jp/lo

cal/area/akitayokorenkei-area-iot/）という組織を明日設立する。これは横

手市、大仙市、東成瀬村と企業で構成してるが、横手市、大仙市には残念なが

ら大学がない。しかし、高校はあるということに気付いたので、IoTやIT等に

興味のある高校生や高校の部活動などがあれば、そういった学校と一緒に、い

ろいろな課題に取り組んでいくというのも、ひとつのアイデアである。

今日の授業を見学し、中身は面白いなと思ったが、ひとつギャップを感じた。

一生懸命パソコンでプログラミングをしながらも、しっかり手書きもしている

という点である。多分、高校生はスマートフォンなどを使いこなしていると思

うので、タブレット等で行うと、もっと早く作れるのではと感じた。ただ、そ

れも予算ありきの話で、すぐにはどうにもできないと思う。私もスマートフォ

ンひとつあれば仕事が終わってしまうような感じもあるので、高校生も、スマ

ートフォンやタブレットなどを活用することで、最先端のところに近寄れるの

ではないかと思った。また、教えている先生方も、日々新しい情報や新しい技

術を身に付けていくのに必死だと思うので、是非、民間の力もうまく活用しな

がら、お互いに、高校生の力も借りながら成長し、秋田県が成長していければ

と思う。

議長 Ｇ委員からの意見である、教育機器の改善について、是非、ご参考にしてい

ただければと思う。

Ｈ委員 今日は授業見学もさせていただいて非常に勉強になった。授業見学の感想か
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ら言うと、授業の内容が「これが社会や会社の中では、こういうところに関わ

ってくる」という、めあての部分がしっかりと子どもたちに伝わっていれば、

「今時このようなことはしない」ということでも、意味があると思う。３年前

にこの会に参加した時にもお話したが、我々企業と高校生との関わりは、割と

地元企業では多くの場面があるが、企業側としては、もっと先生方とコミュニ

ケーションをとりたいと思っている。例えば、電気であれば、実際に「ここま

での素地としては欲しい」だとか、商業であれば「商品企画であってもこうい

うところに着眼点を置いて学んで欲しい」など、企業側にもいろいろアイデア

があると思う。もちろん教科書や学習指導要領もあるかと思うが、是非、企業

側と教える側とのコミュニケーションの取り方について検討していただきた

い。

県内就職についてであるが、県のPTAと教育長との懇談会の中でも、「是非、

進めてほしい」と声高にお話しをしていた。その中で感じたのは、今は有効求

人倍率が高く、人材を必要としているが、10年前は採用できない時代や苦しい

時代もあった。学校側からは「人が欲しい時だけ来て」であったり、企業側か

らしてみると、学校を訪問すると「毎年採ってくれるのか」などという冷たい

言葉をかけられたりということもあった。こういったことが起きないよう、地

元企業と教育側との話し合いの場をつくり、ソフトランディングができればと

思う。また、そうすることで県内定着を促したり、企業と生徒とのミスマッチ

を防止にもつながると思う。

議長 では、最後にＩ委員にお願いしたい。

Ｉ委員 実は、２年間くらい当社の採用担当をしていた。採用しても残念ながら、結

果的に半分くらいが会社を離れていく人がいた。なぜ離れていくのかというこ

とについてインタビューを取りたいが、なかなか本当のことを言ってくれない

ということが現実的にある。あとから聞こえてくる話としては、会社としての

ガバナンスがどうなっているのか、という話が実は非常に大勢を占めている気

がする。今の企業に勤めるようになって感じるのは、意外とガバナンスが弱い

ということである。勤める人に説得力のあるようなことを我々はしているのか

どうか、という反省に立っている。取引先の企業で、よく言われるスローガン、

KKM「決めて、書いて、守る」というのがあるが、まさにそのとおりだと思う。

企業の中で決めたことを大人として推進し、次の世代に企業を移していくとい

う場面では、ガバナンスがしっかりしたところを保護していかなければならな

いと思っている。

中小企業のガバナンスに関する統計的なデータはあるのか。そういったもの
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を整理していくことが、将来の離職率を改善するためのキーワードになると私

的に思っている。

議長 今、ガバナンスというお話が出たが、入社の時に、社員研修ということに対

して、我が社は何か「こういう新しいプログラムをやっている」というような

企業はあるか。入社後の育成について、ご披露いただければと思う。

Ｈ委員 秋田の中小企業にいると、そういった新入社員研修のカリキュラムに関して

は、まだまだ弱いという思いがある。社外も含めてOJT頼みの部分が強いよう

に感じるが、そういった意識を少なくするために、我が社ではCS（顧客満足度：

Customer satisfaction）を高い会社にしていこうということで実施している

研修がある。それは、プロジェクトチームに新入社員の立場からの意見をどん

どん取り込んでいるという点である。研修に関しては、中小企業では大企業の

ようなことはできないが、なるべく会社への貢献ということを意識させるよう

な試みをしている。

Ｆ委員 仕事に関して、上司とのOJTというのは、仕事上で鍛え、教えてもらうとい

うのがベースだが、私個人としては、会社そのものが20人程度の小さい会社で

あり、半年に１回、社員に半年先の目標、１年後の目標、そして３年後の目標

を組ませてディスカッションしている。本人とその半年後、自分は仕事上でど

うなっていたいか、そして、家庭ではどうなっていたいか。例えば、結婚して

いなければ、「私は結婚したい」とか、そのためにどのようにするかという行

動も含め、仕事、家庭、家族の３つの項目について、ディスカッションしてい

る。

議長 自己成長意欲というものを掻き立てながら研修しないと、ただ働かされてい

る感じになってくる。自己啓発的な部分について、会社の中で行っていく仕組

みが必要だと感じた。また、企業同士ではもちろんだが、大学や高校とも一緒

に話し合う場や、いろいろな意味で、生の部分の意見交換ができる場面を、行

政の力を借りて実施できればと思う。

いろいろな意見があったが、縦割りではなくて、その対応や協力内容を含め

て、横断的に「秋田だからできる」という意見と、先進的なところにもう少し

目を向けていかなくてはならないのではないかという意見、地域住民とのつな

がりについて、良きフォロワーがたくさんいるので、そことの連携を図りなが

ら、県内企業の理解をより深めていけばどうかという意見と、若手の経営者を

どう取り込んでいくかという意見もあった。我々としてできることは、いかに
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いろいろなパイプを作っていくのかというところだと思う。それが、幾重にも

重なった時に、少しずつでも結果がついてくるのではという印象を受けた。

最後に、私からお願いがある。世の中、学び直しというのがひとつのキーワ

ードになっている。今、首都圏の大学では、アフターファイブの社員研修とい

う、非常に大きなマーケットがあり、大学側が受け皿になっているのが現状で

ある。秋田の社員も入社後に伸びる。働いてただ家に帰るだけではなく、働い

たあとに何かを学べる機会があればと思う。秋田は県が大きいので、ｅ-ラー

ニングやインターネットを使ってという形での自己啓発はもちろん、語学やビ

ジネススキルなど、そういうものを学べるような形を大学や企業とで連携でき

ればと思う。そこに、商業高校、工業高校及び農業高校なども連携し、学び直

しの場面として、高校が使えないかと感じている。学び直しの場を教育が補う

ことで、教育立県秋田が、全国でのモデルケースになっていければと考える。

そういった意味で、企業、大学及び高校という縦割りではなく、何か工夫がで

き、ディスカッションができる場を、是非、作らせていただければと思ってい

る。


